

































率は 2.72，全産業平均では 1.35 となっている。
（3）　2016 年・2017 年厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によれば，2016 年の営業用バス運転手の「所定内給与額」
































いう）を使用し，運転手の賃金の分析を行う。本論文が使用する原価報告は 2016 年度実績の 246


























 ・ 「運転手 1 人当たり輸送人員数」＝輸送人員数／運転手の「支給延べ人員」
 ・ 「運転手 1 人当たり運送収入（7）」＝運送収入／運転手の「支給延べ人員」
 ・ 「乗合バス事業者 1 者当たり期末実在車両数」＝年度末時点で事業者が保有する車両数





























平均で運転手 1 人当たり月額 35 万 600 円の給与額となるが，中央値では 33 万 8600 円と平均値よ
り 1 万円以上低くなり，一部の事業者が支給する高い給与が平均値を押し上げていることがわかる。
また，民営・公営の別で言えば，民営事業者の平均給与額は，33 万 9900 円となり，公営事業者は















































































































































































































































































比較として，公営事業者は 2007 年から 2016 年までの間で，1307 万 5000 円から 1181 万円と 100 万円以上減少した







































































































































ブロック A 47.51（1） 8.2 1374.31377.6 357.4 4.0
110.9
111.1 72%
ブロック B 44.16（2） 8.5 1394.41396.1 324.7 3.2
100.9
101.1 53%
ブロック C 41.88（3） 6.6 1111.71115.6 276.6 3.1
105.7
106.2 95%
ブロック D 38.85（4） 4.9 1173.61322.5 295.2 1.4
85.5
98.4 89%
ブロック E 34.63（6） 5.1 859.2871.6 97.7 2.7
107.1
108.7 84%
ブロック F 33.59（8） 5.4 1006.91157.6 167.2 1.6
88.7
102.9 100%







まず，大手民鉄系の事業者が全国割合である 246 者中 96 者，すなわち，39.0％より多い割合を占
める 7 つの地域ブロックを前頁表２‐１として分類する。
運転手 1 人当たりの輸送人員はほぼすべてのブロックで全国平均を上回っているが，ブロック E
とブロック F の運転手 1 人当たり給与額が全国平均を下回っており，「運転手 1 人当たりの輸送人
員数がその給与額と相関する」「大手民鉄系事業者の運転手給与額が比較的高い」という一般論が
当てはまっていない地域となる。なお，ブロック G は，大手民鉄系事業者の割合が全国割合とほ
ぼ同じ 23 者中 9 者（39.1%）だが，輸送人員，平均給与額がともに全国平均よりも低い水準となっ
ている。ブロック G の評価については５節（3）で後述する。
②大手民鉄系事業者が１割以上全国割合以下の地域ブロック







































































































































ブロック H 35.49（5） 3.9 930.41063.7 125.7 1.3
86.6
98.0 38%
ブロック I 33.58（9） 4.1 903.3993.7 278.8 1.8
91.5
100.5 25%
ブロック J 33.14（10） 1.8 527.0798.0 95.4 0.6
60.6
93.2 13%
ブロック K 32.68（11） 3.5 842.8993.9 99.3 1.2
80.2
98.7 21%
ブロック L 32.56（13） 3.3 782.11016.1 103.3 1.3
75.4
102.5 13%
ブロック M 31.59（15） 2.9 772.1855.3 149.2 1.0
87.1
96.1 33%
ブロック N 31.12（17） 3.1 705.9845.6 200.7 1.2
70.8
89.2 15%







者のブロック内の割合が同程度であるブロック M やブロック G の平均給与額と比べても，ブロッ
ク H の平均給与額は約 4 万円も高い。
③大手民鉄系事業者がほぼ存在しない地域ブロック
次に，大手民鉄系の事業者が存在しないかその割合が 1 割未満と極めて小さい 6 つの地域ブロッ
クを表２‐３として分類する。
この分類ではブロック P 以外は，平均給与額が低い水準に留まっている集団と言うことができ









































































































































ブロック P 34.0.6（7） 3.2 721.6897.4 112.7 1.1
77.0
97.9 4%
ブロック Q 32.64（12） 2.7 683.4924.1 169.5 1.0
73.8
98.5 0%
ブロック R 32.06（14） 2.7 897.71010.0 96.3 1.2
79.7
91.4 0%
ブロック S 28.72（19） 3.1 706.3847.8 231.7 1.0
73.7
91.9 0%
ブロック T 26.98（20） 2.4 472.0707.6 123.2 1.0
59.1
89.2 0%




















































































































55 者の運転手 1 人当たり給与額と運送収支率の相関係数は運行補助前で 0.354572981，補助後で
















































以下，公営事業者・JR 系事業者・大手民鉄系事業者の占める割合が 80% 以上である中で例外的
に低い平均給与額となっていたブロック E 及びブロック F，公営事業者・JR 系事業者・大手民鉄






ブロック E とブロック F は，運転手 1 人当たりの輸送人員が全国平均の 4400 人／人月に対して
どちらも 5000 人／人月を超えており，経営余力を示す運行補助後の収支率も共に 100％を超えて
いる。ブロック H 及びブロック P は，運転手 1 人当たりの輸送人員ではどちらも 3000 人／人月
台に留まり，収支率も補助後であっても 100％に達しない。しかしながら，運転手 1 人当たりの給
与額では，ブロック E 及びブロック F がそれぞれ 34 万 6300 円，33 万 5900 円に対し，ブロック H
は 35 万円以上と両者を上回り，ブロック P もほぼ同等の 34 万円台となっている。



























ブロック E について，大手民鉄傘下の事業者が 16 者とほとんどを占めるが，そのうち 14 者は














































































































全国平均 35.06 4.4 884.5998.7 187.4 1.8
86.3
100.0
本社 41.03 6.6 1236.21272.1 368.5 2.6
101.9
105.0

































































































は，公営事業者を除いた民営事業者のみの平均値でも，運転手 1 人当たり給与額は 33 万 7700 円と
なり，ブロック E かブロック F と同等かそれ以上の給与額水準という特徴は変わらない。
こうしたことから，ブロック E とブロック F の一般傾向と異なる要因は，大手民鉄系地域分社
が大きな割合を占めることによって賃金が抑制されたエリアとなっているのではないかと考えら























































































































































た，一部を分社化して（4 者中 2 者が分社）人件費を中心としたコストダウンを図っていると見ら
れる。
実際，公営 4 事業者とグループ本社事業者３者の平均給与額は 36 万 5700 円となるのに対し，グ
ループ系分社 10 事業者の平均給与額は，30 万 8000 円となる。なお，独立事業者 6 者の平均給与額
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